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1. はじめに 
北海道の地方部では農業が大規模で営まれており日本

の食料基地として機能している。このような地域は、北

海道総合開発計画において、北海道の強みを担う「生産

空間」として位置づけられている。 
全国的に地方部では人口減少･高齢化が進行している

が、特に北海道の地方部、農地を広く有する地域におい

てはその進行が顕著である。生産空間の現状は、公共交

通の利便性が極めて低く、自家用車なしでは生活できな

い。しかし、最近の高齢者の交通事故や運転免許返納の

問題に見られるように、高齢者はすべての人が積極的に

自家用車を運転したいというわけではない。また、高校

生の子供を持つ世代にとっても、通学のための自家用車

の送迎が農業、酪農の仕事の時間を割き、負担となって

いることも問題となっている。生産空間にすむ人々が将

来も安心して住み続けられるためには、都市部と同様に

公共交通の役割が今後重要となってくると考える。 
本研究では、生産空間を有する地方自治体の郊外部に

おいて、その地域内や近隣の中核都市との交通サービス

レベルを改善することが、住民の定住意識向上に寄与す

るかを明らかにする。また、将来を見据えた町の取り組

みが、定住意識に与える影響についても着目する。 
 

2. 研究対象地域について 
2.1 研究対象地域の概要 
 本研究の対象地域は、北海道十勝地方南部に位置する

広尾郡大樹町である。大樹町の郊外には広大な農村部が

広がり、住居が広域に分散している。大樹町市街地には

ス－パ－等日常の買い物施設や、役場、病院といった施

設がある。大樹町が位置する十勝地方の圏域中心都市で

ある帯広市の中心部から大樹町中心市街地までの自動車

での所要時間は、高規格幹線道路の帯広広尾自動車道経

由で約 60 分である。 
現在大樹町の公共交通は、大樹町郊外部と大樹町市街

地を結ぶふれあいバス（スク－ルバスの余席を活用）と、

旧国鉄広尾線の廃止代替バスであり、大樹町と帯広市を

結ぶ、十勝バス広尾線が運行されている。ふれあいバス

は通学時間帯のみ運行しており、広尾線は一般国道 236
号を走ることから、大樹町中心部から帯広市中心部まで

約 110 分を要する。以上のように、大樹町、特に広尾線

沿線から離れた郊外部を取り巻く公共交通のサ－ビスレ

ベルは決して十分とは言えず、改善の余地がある。 
 

2.2 中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転

サ－ビスの実証実験 
少子高齢化が進む中山間地域において、人流・物流を

確保するために、全国 13 か所の道の駅を拠点に、自動

運転技術を用いた公共交通サ－ビスの実証実験が行われ

た。大樹町もこの実験地域となっており、2019 年には

実際に住民を乗せた自動運転バスが大樹町市街地と郊外

の尾田地区の公道を走っている。近年大樹町において注

目されている宇宙開発と並び、町の将来を見据えて最新

技術の導入を試行する取り組みに町は積極的である。 
 
3. 意識調査について 
3.1 意識調査の概要 
 2019 年 11 月に大樹町の全世帯に郵送配布・郵送回収
方式で意識調査を行った。意識調査の概要について、表

－1 に示す。調査票は 1 世帯に 2 部ずつ配布し、普段の

交通行動や自動運転バスの実験といった町の取り組みに

対する評価、および大樹町に、新たな公共交通ネットワ

－クが整備された場合の定住意識といった設問を設けた。

新たな公共交通ネットワ－クは、図－1 のような大樹町

市街地を循環するバス、大樹町郊外部と大樹町市街地を

結ぶ地区間バス（路線バスとデマンドバスの 2 種類）、

市街地と帯広市とを結ぶバス（現状の路線バス広尾線と

都市間快速バス）の 3 つを想定し、それぞれのサービス

レベルについて変動要因と水準を表－2、表－3 のよう

に設定した。なお、路線バス広尾線と都市間快速バスの

所要時間は道の駅コスモ－ル大樹～帯広市間をそれぞれ

60分と 110分で結ぶとした。公共交通による定住意識モ

デル構築のために、これらの新たな公共交通の各サービ

スレベルによる定住意識について尋ねた。 
表－1 調査票の配布・回収票数について

 
表－2 地区間バスが路線バスの場合の変動要因と水準 

 

市街地 郊外部 合計

配布世帯数 2013世帯 729世帯 2782世帯

配布票数 4026票 1558票 5564票

回収票数 571票 162票 733票

回収率(票数ベース) 14.2% 10.4% 13.2%

変動要因 水準1 水準2
地区間路線バス運賃 100円 500円
地区間路線バスのバス停距離 50ｍ 500ｍ
地区間路線バスの便数 1日3便 1日6便
市街地内循環バス運賃 100円 300円
市街地内循環バスの便数 1日8便 1日16便
大樹～帯広バスの運行形態 路線バス（広尾線） 快速バス
大樹～帯広バス運賃 1000円 2000円
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表－3 地区間バスがデマンドバスの場合の 
変動要因と水準 

 

 
図－1 新たな公共交通ネットワ－クのイメ－ジ図 

3.2 住民の交通行動の現状 
 図－2、図－3 に市街地、郊外部住民別の大樹町内、

帯広市それぞれへの移動頻度について示す。大樹町内で

の移動は週に 2～3 回以上の頻度である住民が大半であ

る。帯広市へ月 2～3 回以上移動している人は市街地で

は約 7 割、郊外部では約 6 割であり、市街地、郊外部問

わず、大樹町で生活する上で帯広への移動の必要性があ

ることがうかがえる。また、図－4 に示す通り帯広への

移動について、住民のほとんどが自動車を利用しており、

特に郊外部においてその傾向が大きい。これは、帯広ま

での公共交通が市街地と比べて整備されていないことが

原因と考えられる。 

 
図－2 居住地別の大樹町内の目的地への移動頻度 

図－3 居住地別の帯広市への移動頻度 

図－4 居住地別の帯広までの主要交通手段 
 

4. 郊外部住民の定住意識分析 
表－4 パラメ－タの推定結果

 
郊外部住民の内、居住する住所（大字）代表地点と道

の駅コスモ－ル大樹との直線距離が 2.8km～10km 以内

である住民について、二項ロジットモデルを用いて、定

住意向がある、なしの選択を表す定住意識モデルを構築

した。パラメ－タの推定結果を表－4 に示す。年齢、大

樹町の姿勢に希望を抱くか、帯広への公共交通アクセシ

ビリティが有意となった。大樹町の姿勢に希望を抱くか

については、自動運転バス等の最新技術の導入に積極的

な大樹町の姿勢が町の将来に希望を持つ要因になるかを

尋ねた質問に「思う」と答えた場合を 1、「思わない」

と答えた場合を 0 として扱っている。帯広への公共交通

アクセシビリティについては、地区間バスや快速バスが

整備された場合の居住地代表地点から帯広市中心部まで

の公共交通の所要時間である。図－5 は定住意識モデル

により算出した、町の姿勢への希望と帯広へのアクセシ

ビリティの変化が、郊外の尾田地区 65 歳の住民の定住

意識に与える影響を示す。大樹町から帯広市までの快速

バスは高規格幹線道路を使うことによって、現状の国道

を走行する路線バスよりも 50 分短縮し、所要時間は 60
分になる。このことによって定住確率を最大で約 30％
向上させることがわかった。 

 
図－5 大樹町の将来の希望と 

都市間快速バスが定住確率に与える影響 
 
5. 生産空間を持続させるための公共交通ネットワーク 
 分析の結果、帯広までの公共交通による所要時間の短

縮が、郊外部住民の定住意識に寄与することがわかった。

大樹町の実証実験においてワークショップを行ったが、

住民からも都市間快速バスの整備を求める声が多く聞か

れた。北海道においては、公共交通のシームレス化が重

点戦略に掲げられているが、大樹町から帯広市というよ

うに、広域的な公共交通ネットワークの整備が急がれる。 
 そして、行政が町の将来像を提案し、発信していくこ

とが地域住民が安心して住み続けられることにつながっ

ていくと考える。 

変動要因 水準1 水準2
地区間デマンドバス運賃 100円 500円
地区間デマンドバスの便数 1日3便 1日6便
市街地内循環バス運賃 100円 300円
市街地内循環バスの便数 1日8便 1日16便
大樹～帯広バスの運行形態 路線バス（広尾線） 快速バス
大樹～帯広バス運賃 1000円 2000円

説明変数 パラメータ ｔ値 判定
年齢（歳） 0.0670 3.8846 ***

大樹町の姿勢に希望を抱くか（1, 0） 3.5551 5.5820 ***
帯広への公共交通アクセシビリティ(分) -0.0210 -1.9772 *

定数項 -2.8967 -2.0041 *
自由度調整済尤度比 0.2899

***0.1%有意　**1％有意　*5％有意
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